
【　分　野　】 【所管局・室】 【　協 定 の 相 手 方　】 【　協 定 の 概 要　】 ページ
(株)建設技術研究所九州支社 シーティーアイ福岡ビル１階会議室の開放 1
(同)CBホールディングス シティビル１階エントランスホールの開放 3
西日本鉄道(株) ソラリアプラザビルゼファ広場の開放、食糧・飲料水等の供給 5
九州旅客鉄道(株)
日本郵便(株)

ＪＲＪＰ博多ビル地下２階広場、地下２階防災備蓄倉庫の開放、食糧・飲料
水等の供給 7

日本郵便(株) KITTE博多地下１階広場、地下３階防災備蓄倉庫の開放、食糧・飲料水等の 10
福岡ソフトバンクホークス(株) 福岡ヤフオク！ドームの利用、避難者の受け入れ、支援物資の受け入れ 13

福岡市経済観光文化局 福岡競艇場の利用、帰宅困難者の受け入れ、物資の集積、離島からの避難者の
受け入れ 16

国土交通省九州地方整備局 福岡第二合同庁舎２階共用第４・５・６会議室の提供 18
九州農政局福岡支局 九州農政局福岡支局第１会議室の提供、食糧・飲料水等の提供 20
福岡財務支局 福岡合同庁舎本館１階ロビー、新館１階ロビーへの帰宅困難者の一時受け入れ 23
長松山　光薫寺 光薫寺の広間等への帰宅困難者の一時受け入れ 26
福岡第一法務総合庁舎管理庁福岡法務局 福岡第一法務総合庁舎4階大会議室への帰宅困難者の一時受け入れ 29
紙与不動産(株) 紙与博多中央ビルエントランスホール等への帰宅困難者の一時受け入れ 32
三菱UFJ信託銀行(株) 近鉄博多ビル地下１階広場への帰宅困難者の一時受け入れ 35

九州旅客鉄道(株) ザ・ブラッサム博多ビルへ他都市からの応援職員及び要配慮者の受け入れ、帰宅
困難者の一時受け入れ 38

九州勧業(株) 九勧承天寺ビル１階エントランスホール等への帰宅困難者の一時受け入れ 42
ジーピーエム(株) 会議室等へ帰宅困難者の一時受け入れ 45
三菱地所(株)　他 エントランスホール等へ帰宅困難者の一時受け入れ 48
Tunagu(株) 徒歩帰宅者の一時休憩所として、水道水、トイレ等の提供 51
福岡地所(株)
(株)ジャパネットホールディングス 天神ビジネスセンター１階アトリウム等への帰宅困難者の一時受け入れ 53

福岡地下街開発(株) 天神地下街地下１階広場等への帰宅困難者の一時受け入れ 56
三井住友信託銀行(株) 博多イーストテラス１階エントランスホール等への帰宅困難者の一時受け入れ 59
(有)キューベックス エフビル・エフビルウイング１～４階共用部等への帰宅困難者の一時受け入れ 63
(株)グリーンズ コンフォートホテル１階ロビー等への帰宅困難者の一時受け入れ 67
大名プロジェクト特定目的会社 福岡大名ガーデンシティ３階オフィススカイロビー等への帰宅困難者の一時受け入 70
(宗)警固神社 警固神社社務所ビル４階斎館 延喜等への帰宅困難者の一時受け入れ 74
(株)ルネサンス 徒歩帰宅者の一時休憩所として、水道水、トイレ等の提供 77
九州旅客鉄道（株）　他 コネクトスクエア博多１階エントランス等への帰宅困難者の一時受け入れ 79
福岡市交通局 福岡市地下鉄博多駅、天神駅及び天神南駅への帰宅困難者の一時受け入れ 84
福岡商工会議所 福岡商工会議所ビルへ３階会議室への帰宅困難者の一時受け入れ 86
(株)博多ステーションビル 博多駅地下街（博多ステーションビル）への帰宅困難者の一時受け入れ 90
(株)エフ・ジェイ ホテルズ ホテルフォルツァ博多駅筑紫口Ⅱ１階ロビーへの帰宅困難者の一時受け入れ 94
JR九州ホテルズ(株) JR九州ホテル ブラッサム福岡１階ロビーへの帰宅困難者の一時受け入れ 98
(株)アスコット AUSPICE 福岡天神への帰宅困難者の一時受け入れ 103
(株)西鉄ホテルズ 西鉄ホテルクルーム博多２階ホテルロビー、会議室への帰宅困難者の一時受け入 109
(株)ラウンドワンジャパン ラウンドワン福岡天神店４階カラオケルーム等への帰宅困難者の一時受け入れ 113
西日本鉄道(株) ONE FUKUOKA BLDG.１階グランドロビー等への帰宅困難者の一時受け入れ 118
(株)朝日新聞社 博多駅地下街（福岡朝日ビル）への帰宅困難者の一時受け入れ 123
(株)福岡カルチャーベース 福岡市民ホールへの帰宅困難者の一時受け入れ 127
(株)えんホールディングス 徒歩帰宅者の一時休憩所として、水道水、トイレ等の提供 134
ヒューリック(株) ヒューリックスクエア福岡天神19 階ホテルロビー/ラウンジへの帰宅困難者の一時受 136
日本生命保険相互会社 天神ブリッククロス北棟２階オフィスロビーへの帰宅困難者の一時受け入れ 143
住友生命保険相互会社 天神住友生命FJ ビジネスセンター２階オフィスエントランスへの帰宅困難者の一時 148
中央日本土地建物(株) 中央日土地博多駅前ビル1 階エントランスホール、2階ラウンジへの帰宅困難者の 153
(株)SMBC信託銀行 ＮＥＷＮＯ・ザイマックス博多駅前１階エントランスへの帰宅困難者の一時受け入 160
特定目的会社Walk 西日本シティビル１階オフィスエントランスへの帰宅困難者の一時受け入れ 165

災対本部室
財政局

福岡県石油商業組合
福岡県石油協同組合
(社)福岡市危険物安全協会

・徒歩帰宅者の一時休憩所として、給油所における水道水及びトイレの提供
・給油所において、地図等による道路情報、テレビ・ラジオ等のマスメディアで知り得
た通行可能な道路や近隣の避難場所に関する情報の提供
・緊急車両等への優先的な燃料供給
・災害対策上重要な施設等への優先的な燃料供給
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帰宅困難者支援

災対本部室
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定  

 
福岡市（以下「甲」という。）と大名プロジェクト特定目的会社（以下「乙」とい

う。）は、乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」

という。）を締結する。 
 

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 
（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。 
（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。 
（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。 
 

（一時滞在施設の提供と公表） 
第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙が所有する施設（福岡市中央区大名二丁目６番５

０号「福岡大名ガーデンシティ」）のうち別表に定める区域について、一時滞在施

設として提供することに合意する。 
（１） 3 階オフィススカイロビー（約 200 ㎡）最大受け入れ人数 100 名 
（２） 3 階カンファレンスラウンジ（約 100 ㎡）最大受け入れ人数 50 名 
（３） 4 階ラウンジ、会議室 4、5（約 210 ㎡）最大受け入れ人数 105 名 
（４） 4 階 VIP 会議室（約 90 ㎡）最大受け入れ人数 45 名 
（５） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等 

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 
 
（開設の要請） 
第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。 
 
（帰宅困難者の受入） 
第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 
２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 
３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 
４ 受入期間は、原則として３日間とする。 
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（支援内容） 
第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 
（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 
（２） 帰宅困難者に対し、乙が備蓄する飲料水、食料、毛布等を提供すること。 
（３） 施設の自動販売機内の飲料水（900L 分）の提供 
（４） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 
（５） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（６） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 
（７） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 
（施設の運営） 
第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 
 
（受入の解除） 
第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 
（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 
（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 
（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 
（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 
 

（費用負担） 
第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担する。ただし、

甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場合の補充に要する経

費については、甲の負担とする。 
 

（損害賠償） 
第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 
 
（災害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

71



者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
 
（備蓄） 
第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を地下 1 階および 14 階倉庫に保管するもの

とする。 
２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。 
（１） 水 1800L（2L ボトル×900 本） 
（２） 非常食 2700 食 
（３） 毛布 150 人分、サバイバルシート 150 人分 

３ 乙が防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。 
 
（定期的な訓練） 
第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 
 
（支援） 
第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 
 
（連絡責任者） 
第 15 条 甲、乙はこの協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡調整及

び指示を行う責任者を予め指定し、本協定締結後速やかにそれぞれ通知する。 
 

（有効期限と見直し） 
第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 
  
（地位の承継） 
第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 
２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。 
３ 前二項の規定にかかわらず、乙は、乙及び三菱 UFJ 信託銀行株式会社（以下「信

託受託者（ホテル）」という。）の間の 2023 年 3 月 31 日付不動産管理処分信託契

約書並びに乙及び三菱 UFJ 信託銀行株式会社（以下「信託受託者（複合施設）」と

いい、信託受託者（ホテル）とあわせて「信託受託者」という。）の間の 2021 年

9 月 22 日付停止条件付不動産管理処分信託契約書（その後の変更を含む）に基づ

き、提案施設（旧大名小学校跡地活用事業に関する事業契約書に定義する。）に係

る区分所有権を各信託受託者に譲渡（以下「本信託譲渡」という。）する場合には、

当該各信託受託者に対して、この協定に基づく乙の地位及び権利・義務を提案施設

の共用部分等に係る各信託受託者の共有持分割合（以下「共有持分割合」という。）
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に応じて承継させることができ、甲は当該各承継にこの協定の締結をもって承諾

する。なお、本信託譲渡後は、各信託受託者が、この協定に基づく義務を共有持分

割合に応じて履行し、この協定に関して資本的支出その他の費用の負担を要する

場合には、信託受託者は共有持分割合に応じてそれを負担する。また、信託受託者

は、第三者をして、この協定に基づく義務を履行させることができる。 
 
（疑義等に関する協議） 
第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 
 

（協定の正本） 
第 19 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
 
 
令和５年３月 31 日 
 
 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 
福岡市長 髙島 宗一郎 
 

 
 

乙 福岡市中央区天神一丁目 13 番 2 号 
大名プロジェクト特定目的会社 
取締役 藤本 周二  
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定  

福岡市（以下「甲」という。）と宗教法人警固神社（以下「乙」という。）は、乙

が管理する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）

を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の管理する施設（福岡市中央区天神二丁目２番

２０号「警固神社社務所ビル」）のうち別表に定める区域について、一時滞在施設

として提供することに合意する。

（１） ４階斎館 延喜（５２５㎡）最大受け入れ人数２５０名

（２） ５階斎館 嘉辰（５２５㎡）最大受け入れ人数２５０名

（３） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として１日間とする。
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（支援内容）

第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。

（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。

（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（施設の運営）

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。

（受入の解除）

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 第３条第１項に定める施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に

係る光熱水費及び人件費等の経費は、乙が負担する。

（施設等の損害時等の対応）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。

（損害補償）

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。
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（定期的な訓練）

第 12 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。

（支援）

第 13 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。

（連絡責任者）

第 14 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。

（有効期限と見直し）

第 15 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。

（疑義等に関する協議）

第 16 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。

（協定の正本）

第 17 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。

令和５年 12 月 22 日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 福岡市中央区天神二丁目２番２０号

宗教法人警固神社

代表役員 前田 安文
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災害時における徒歩帰宅者⽀援に関する協定書

福岡市（以下「甲」という。）及び株式会社ルネサンス（以下「⼄」という。）は、次のとおり協定を締
結する。

（趣旨）
第１条 この協定は、地震等の災害（以下「災害時」という。）により交通が途絶した場合において、駅、

事業所、学校等に滞留する⼤量の通勤者、通学者、観光客等のうち、徒歩で帰宅する者（以下「徒歩帰
宅者」という。）の⽀援をするために必要となる災害時帰宅⽀援ステーションの設置及び徒歩帰宅者を
⽀援するため、必要な事項を定めるものとする。

（⽀援の内容）
第２条 甲は、災害時において、⼄に対し次の事項について⽀援を要請することができるものとする。⼄

は、福岡市内の店舗（福岡⾹椎クラブ・福岡⻄新クラブ・福岡⼤橋クラブ）内の安全性を⼗分に確認し
た上で⽀援を実施するものとする。

（１） ⼄の店舗において、徒歩帰宅者に対し、⼀時的な休憩所として必要な空間、⽔道⽔及びトイレを
提供すること。

（２） ⼄の店舗において、徒歩帰宅者に対し、地図等による道路情報、テレビ・ラジオ等のマスメディ
アで知り得た通⾏可能な道路や近隣の災害に関する情報等を提供すること。

２ 甲及び⼄は、前項に定めのない事項について、可能な範囲で相互に協⼒を求めることができる。

（⽀援の実施）
第３条 ⼄は、前条の規定により、甲から⽀援の要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、可能な範囲内

において、徒歩帰宅者に対し⽀援を実施するものとする。なお、甲から⼄に対し通信の途絶等により要
請を⾏うことができないときは、⼄は、甲の要請を待たず⽀援を実施することができる。

（災害時帰宅⽀援ステーション・ステッカーの掲出）
第４条 第２条に規定する⼄の店舗は「災害時帰宅⽀援ステーション」と呼称し、甲及び⼄が協⼒して、

防災に対する意識啓発のため広く住⺠への周知を図るものとする。
２ ⼄は、甲が提供する「災害時帰宅⽀援ステーション」ステッカーを店舗の⼊⼝等、利⽤者の⾒やすい

位置に掲出する。

（経費の負担）
第５条 第３条に規定する⽀援の実施に要した経費は、当該⽀援を実施した者が負担するものとする。
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（連絡責任者）
第６条 甲と⼄は、この協定に基づく協⼒体制が円滑に推進されるよう、連絡責任者を定め、書⾯により

通知する。
２ 前項の連絡責任者に変更が⽣じたときは、速やかに相⼿⽅に書⾯で通知する。

（協定の破棄）
第７条 ⼄が、暴⼒団（暴⼒団による不当な⾏為の防⽌等に関する法律（以下、「暴対法」という。）第２

条第２号に規定する暴⼒団をいう。）、暴⼒団員（暴対法第２条第６号に規定する暴⼒団員をいう。）⼜
はこれらのものと密接な関係を有する者と判明した場合、甲はこの協定を破棄することができる。

（協議）
第８条 この協定に定めのない事項⼜はこの協定に関して疑義が⽣じたときは、甲及び⼄が協議して定

めるものとする。

（適⽤）
第９条 この協定の効⼒は、協定締結後１年間とし、甲⼜は⼄のいずれかから特段の意思表⽰がない限

り更新されたものとする。
２ この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び⼄の２者が記名押印の上、各１通を保有す

る。

令和６年２⽉ 21 ⽇

甲 福岡市中央区天神⼀丁⽬８番１号
福岡市
福岡市⻑ 髙島 宗⼀郎

⼄ 東京都墨⽥区両国⼆丁⽬ 10 番 14 号
株式会社ルネサンス
代表取締役社⻑執⾏役員 岡本 利治
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（ココネネククトトススククエエアア博博多多））  

福岡市（以下「甲」という。）と九州旅客鉄道株式会社、福岡地所株式会社及び株

式会社麻生（以下 3 社を総称して「乙」という。）は、乙が所有する施設等の提供協

力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅東一丁目 17
番 1 号「コネクトスクエア博多」）のうち下記の区域（詳細は別紙に定める）につ

いて、一時滞在施設として提供することに合意する。

（１） １階エントランス・廊下部分（約 86 ㎡）最大受け入れ人数 43 名

（２） １階ピロティ部分（約 250 ㎡） ※車両、物資、テント設置などに利用

（３） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。
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（支援内容）

第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。

（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。

（２） 帰宅困難者に対し、乙が備蓄する飲料水、食料、毛布等を提供すること。 
（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（施設の運営）

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。

（受入の解除）

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担する。ただし、

甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場合の補充に要する経

費については、甲の負担とする。

（施設等の損害時等の対応）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。

（損害補償）

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。
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２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。

（備蓄）

第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を地下１階倉庫に保管するものとする。 
２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。

（１） 水 387L（500mL ボトル×774 本）

（２） 非常食 387 食（43 人×3 回/日×3 日分）

（３） 毛布 43 人分（アルミブランケット）

（４） 携帯トイレ（便袋）645 セット（43 人×5 回/日×3 日分）

（５） 敷物（ビニールシート等）

３ 乙が防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。

（定期的な訓練）

第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。

（支援）

第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。

（連絡責任者）

第 15 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。

（有効期限と見直し）

第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。

（地位の承継）

第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく書

面にて甲に通知するものとする。

（疑義等に関する協議）

第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。

（協定の正本）

第 19 条 この協定の締結を証するため、本書４通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。
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令和 ６年 ３月 15 日

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 福岡市博多区博多駅前三丁目25番21号
九州旅客鉄道株式会社

代表取締役社長執行役員 古宮 洋二

福岡市博多区住吉一丁目２番 25 号 
福岡地所株式会社
代表取締役  榎本 一郎

福岡県飯塚市芳雄町２番18号 
株式会社麻生

代表取締役社長 麻生 巌
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覚 書 

 
市民局長（以下「甲」という。）と交通事業管理者（以下「乙」という。）は、乙が管

理する福岡市地下鉄の利用に関する協議を行った結果、次のとおり覚書を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この覚書は、地震や風水害等の災害（以下「災害」という。）により鉄道等公共

交通機関が運行停止の状態になり、帰宅することが困難になったもの(以下「帰宅困難

者」という。)が発生した場合において、乙が所有する施設を一時滞在施設として利用

することに関しての確認を目的とする。 

 

（対象施設） 

第２条 この覚書において災害発生時に使用する施設は、以下各号に定める施設とし、

乙が指定する範囲とする。 

（１） 博多駅 

（２） 天神駅 

（３） 天神南駅 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害による帰宅困難者が発生したとき、次の各号について、乙に協力を

要請することができる。 

（１） 施設への帰宅困難者の受入 

（２） 施設の水道水、トイレ、照明等の提供 

２ 乙は、前項の規定による要請が行われた場合、施設等の安全確認、インフラの復旧

状況、列車の運行状況等を考慮した上で利用の可否を判断し、甲に回答する。 

 

（施設の運営） 

第４条 施設の運営は、乙が主体的に行うものとし、甲はその運営に協力するものとす

る。 

 

（利用期間） 

第５条 施設の利用期間は、施設利用開始日から起算し、最大２４時間以内とする。た

だし、やむを得ない事情があると認められる場合には、甲が乙に対し、期間の延長を

要請し、乙が認めた場合に延長することができる。 

２ 前項の期間内であっても、地下鉄の運行再開が可能となった場合は、甲と協議のう

え、乙は受入の体制を随時縮小するものとする。 

 

（物資) 

第６条 帰宅困難者へ提供する飲料水、ブランケット等の物資については、必要に応じ

て甲から乙へ提供する。 

 

（有効期限と見直し） 

第７条 この覚書の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限の１

か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場合には、

引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 
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（協議） 

第８条 この覚書に関して疑義があるとき、又はこの覚書に定めがない事項について

は、 甲乙協議のうえ、決定する。 

 

以上のとおり覚書が成立したことを証するため、本書２通を作成し、甲乙記名のう

え、各自１通を保有するものとする。 

 

 

 

令和６年３月１５日 

 

甲 福岡市中央区天神１丁目８番１号 

市民局長 舟越 伸一  

 

 
乙 福岡市中央区大名２丁目５番３１号 

交通事業管理者 小野田 勝則  
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（福福岡岡商商工工会会議議所所ビビルル））  

 
福岡市（以下「甲」という。）と福岡商工会議所（以下「乙」という。）は、乙が

所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）を

締結する。 
 

（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 
（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。 
（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。 
（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。 
 

（一時滞在施設の提供と公表） 
第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅前二丁目 9
番 28 号「福岡商工会議所ビル」）のうち別表に定める区域について、一時滞在施

設として提供することに合意する。 
（１） 3 階 305 会議室（約 35 ㎡）最大受け入れ人数 12 名 
（２） 3 階 306 会議室（約 35 ㎡）最大受け入れ人数 12 名 
（３） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等 

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 
 
（開設の要請） 
第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。 
 
（帰宅困難者の受入） 
第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 
２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 
３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 
４ 受入期間は、原則として３日間とする。 
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（協力内容） 
第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 
（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 
（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。 
（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 
（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 
（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 
（施設の運営） 
第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 
 
（受入の解除） 
第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 
（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 
（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 
（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 
（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 
 

（費用負担） 
第９条 第３条第１項に定める施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係

る光熱水費及び人件費等の経費は、乙が負担する。 
 
（施設等の損害時等の対応） 
第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 
 
（損害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
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（定期的な訓練） 
第 12 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 
 
（支援） 
第 13 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 
 
（連絡責任者） 
第 14 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 
（有効期限と見直し） 
第 15 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 
  
（地位の承継） 
第 16 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 
２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。 
 
（疑義等に関する協議） 
第 17 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 
 

（協定の正本） 
第 18 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
 
令和 6 年５月 10 日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 
 福岡市 

福岡市長 髙島 宗一郎 
 

 
乙 福岡市博多区博多駅前二丁目 9 番 28 号  

福岡商工会議所 
会頭 谷川 浩道 
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（博博多多駅駅地地下下街街））  

福岡市（以下「甲」という。）と株式会社博多ステーションビル（以下「乙」とい

う。）は、乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」

という。）を締結する。 

（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 
第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 
（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表） 
第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅中央街１－

１「博多駅地下街」）のうち別表に定める区域について、一時滞在施設として提供

することに合意する。 
（１） 地下１階（731 ㎡）最大受け入れ人数 360 名

（２） 前１号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 

（開設の要請） 
第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。 

（帰宅困難者の受入） 
第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 
２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 
３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 
４ 受入期間は、原則として 3 日間とする。 
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（協力内容） 
第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 
（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 
（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。 

（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 
（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 
（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 
（施設の運営） 
第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 
 
（受入の解除） 
第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 
（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 
（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 
（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 
（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 
 

（費用負担） 
第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費は、乙が負担する。 
 

（施設等の損害時等の対応） 
第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 
 
（損害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
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（定期的な訓練） 
第 12 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 

（支援） 
第 13 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 

（連絡責任者） 
第 14 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

（有効期限と見直し） 
第 15 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 

（地位の承継） 
第 16 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 
２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。 

（疑義等に関する協議） 
第 17 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 

（協定の正本） 
第 18 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 

令和 年 月 日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 福岡市博多区博多駅中央街６－１１

内田ビル２階

株式会社博多ステーションビル

代表取締役社長 関 信介

６ ５ 31
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定  

 

福岡市（以下「甲」という。）と株式会社エフ・ジェイ ホテルズ（以下「乙」と

いう。）は、乙が管理する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協

定」という。）を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。 

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。 

 

 

（一時滞在施設の提供と公表） 

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の管理する施設（福岡市博多区博多駅東 1 丁目

13 番３号「ホテルフォルツァ博多駅筑紫口Ⅱ」）のうち下記の区域（詳細は別紙に

定める）について、一時滞在施設として提供することに合意する。 

（１） １階ロビー部分（約 77㎡）最大受け入れ人数 38 名 

（２） 前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等 

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 

 

（開設の要請） 

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。 

 

（帰宅困難者の受入） 

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 

４ 受入期間は、原則として３日間とする。 

 

 

 

94



  

（協力内容） 

第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 

（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。 

（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 

（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 

（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 

（６）その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 

（施設の運営） 

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 

 

（受入の解除） 

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 

（３） 乙が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設としての安全

を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 

 

（費用負担） 

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費は、乙が負担する。 

 

（施設等の損害時等の対応） 

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 

 

（損害補償） 

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
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（定期的な訓練） 

第 12 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 

 

（支援） 

第 13 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 14 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 

（有効期限と見直し） 

第 15 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 

  

（地位の承継） 

第 16 条 乙は、乙が管理する施設の管理の権限を第三者に承継する場合は、乙の責

任により、この協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるもの

とする。 

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく書

面にて甲に通知するものとする。 

 

（疑義等に関する協議） 

第 17 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 

 

 

（協定の正本） 

第 18 条 この協定の締結を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 

 

 

令和６年５月 31日 

 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 

福岡市長 髙島 宗一郎 

 

 

 
乙  福岡市博多区住吉一丁目２番８２号 

   株式会社エフ・ジェイ ホテルズ 

   代表取締役 中島 あゆみ 
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別紙 
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（JRR九九州州ホホテテルル  ブブララッッササムム福福岡岡））  

 

福岡市（以下「甲」という。）と JR九州ホテルズ株式会社（以下「乙」という。）

は、乙が管理する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」と

いう。）を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。 

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。 

 

 

（一時滞在施設の提供と公表） 

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の管理する施設（福岡市博多区博多駅東二丁目２

番４号「JR 九州ホテル ブラッサム福岡」）のうち下記の区域（詳細は別紙に定め

る）について、一時滞在施設として提供することに合意する。 

（１） １階ロビー部分（約 20㎡）最大受け入れ人数 10名程度 

（２） 前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等 

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 

 

（開設の要請） 

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。 

 

（帰宅困難者の受入） 

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 

４ 受入期間は、原則として最長３日間とする。 
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（協力内容） 

第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 

（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。 

（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 

（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 

（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。ただし、自前での人員確保が

困難な場合は、施設滞在者及び帰宅困難者へ協力を要請する。 

（６）その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 

（施設の運営） 

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 

 

（受入の解除） 

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 

（３） 乙が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設としての安全

を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 

 

（費用負担） 

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費は、乙が負担する。ただし、乙が帰宅困難者に対し、自己又はホテル宿

泊者のための備蓄（飲料水、食料等）を提供した場合、その備蓄補充に要する経費

については、災害救助法の適用がある場合に限り、甲が負担する。 

 

（施設等の損害時等の対応） 

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い甲に承

諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係る

経費は、乙が、損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 

 

（損害補償） 

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その
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損害を補償する。 

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 

 

（定期的な訓練） 

第 12 条 乙は、少なくとも１年に１回、防災に係る訓練を行い、一時滞在施設の開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 

 

（支援） 

第 13 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 14 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 

（有効期限と見直し） 

第 15 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 

  

（地位の承継） 

第 16 条 乙は、乙が管理する施設の管理の権限を第三者に承継する場合は、乙の責

任により、この協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるもの

とする。 

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく書

面にて甲に通知するものとする。 

 

（疑義等に関する協議） 

第 17 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 

 

（協定の正本） 

第 18 条 この協定の締結を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
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令和６年９月 18日 

 

 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 

福岡市長 髙島 宗一郎 

 

 
乙  福岡市博多区博多駅東一丁目17番１号 

   コネクトスクエア博多５階 

   JR九州ホテルズ株式会社 

    代表取締役社長 角谷英彦 
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（AAUUSSPPIICCEE福福岡岡天天神神））  

福岡市（以下「甲」という。）と株式会社アスコット（以下「乙」という。）は、

乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）

を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市中央区天神四丁目７番５

号「AUSPICE 福岡天神」）のうち別表に定める区域について、一時滞在施設とし

て提供することに合意する。

（１） １階エントランス（約 15.5 ㎡）最大受け入れ人数７名

（２） 屋上階エレベーターホール（約 6.9 ㎡）最大受け入れ人数３名

（３） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。
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（協力内容）

第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。

（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。

（３） 帰宅困難者に対し、乙が備蓄する飲料水、食料、毛布等を提供すること。 
（４） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（５） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（６） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（７） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（施設の運営）

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。

（受入の解除）

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担する。ただし、

甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場合の補充に要する経

費については、甲の負担とする。

（施設等の損害時等の対応）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。

（損害補償）

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その
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損害を補償する。

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。

（備蓄）

第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を１階倉庫に保管するものとする。 
２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。

（１） 水 90L（500mL ボトル×180 本）

（２） 非常食 90 食（10 人×３回/日×３日分）

（３） 毛布 10 人分

（４） 携帯トイレ（便袋）10 セット（10 人×５回/日×３日分）

（５） 敷物（ビニールシート等）

３ 乙が防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。

（定期的な訓練）

第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。

（支援）

第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。

（連絡責任者）

第 15 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。

（有効期限と見直し）

第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。

（地位の承継）

第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。

（疑義等に関する協議）

第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。

（協定の正本）

第 19 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。
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令和  年  月  日

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 東京都渋谷区神宮前三丁目１番３０号

Daiwa 青山５階

株式会社アスコット

代表取締役社長 中林 毅

６ 11 15
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（西西鉄鉄ホホテテルルククルルーームム博博多多））  

福岡市（以下「甲」という。）と株式会社西鉄ホテルズ（以下「乙」という。）は、

乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）

を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅前一丁目 17
番 6 号「西鉄ホテルクルーム博多」）のうち別表に定める区域について、一時滞在

施設として提供することに合意する。

（１）２階ホテルロビー（約 335 ㎡）、最大受け入れ人数 165 名

（２）２階会議室（約 69 ㎡）、最大受け入れ人数 35 名

（３）前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。
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（協力内容） 
第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 
（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 
（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。但し、乙が提供可能

と判断した場合とする。 
（３） 施設の衛生管理を行うこと。 
（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 
（施設の運営） 
第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 
 
（受入の解除） 
第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 
（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 
（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 
（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 
（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 
 

（費用負担） 
第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費は、乙が負担する。 
 

（施設等の損害時等の対応） 
第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 
 
（損害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
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（定期的な訓練） 
第 12 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 
 
（支援） 
第 13 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 
 
（連絡責任者） 
第 14 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 
（有効期限と見直し） 
第 15 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 
２ この協定の有効期限は最長 15 年間とする。 
３ 乙が第３条第１項に定める施設に設置する、コージェネレーション設備 

（型式：CP35D2Z-TNJG）が撤去又は有効期限満期まで運転を行わないことと 
なった場合は、乙は甲にその旨を申し入れ、この協定を解除できるものとする。 
 

（地位の承継） 
第 16 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 
２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。 
 
（疑義等に関する協議） 
第 17 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 
 

（協定の正本） 
第 18 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
 
 
 
令和 ７年 １月 ８日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 
福岡市長 髙島 宗一郎 

 
 

乙 福岡市中央区天神一丁目１６番１号 
株式会社西鉄ホテルズ 
代表取締役 豊福 達也 
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（株株式式会会社社ララウウンンドドワワンンジジャャパパンン））  

 
福岡市（以下「甲」という。）と株式会社ラウンドワンジャパン（以下「乙」とい

う。）は、乙が管理する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」

という。）を締結する。 
 

（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 
（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。 
（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。 
（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。 
 

（一時滞在施設の提供と公表） 
第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の管理する施設（福岡市中央区天神二丁目６番１

２号「ラウンドワン福岡天神店」）のうち次に定める区域について、一時滞在施設

として提供することに合意する。 
（１） ４階カラオケルーム及び同フロア（約 614 ㎡）最大受け入れ人数１５５名 
（２） ５階から７階フロア（約 128 ㎡）最大受け入れ人数、各階５６名 
（３） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等 

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 
 
（開設の要請） 
第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。 
 
（帰宅困難者の受入） 
第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 
２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 
３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 
４ 受入期間は、原則として１日間とする。 
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（協力内容） 
第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 
（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 
（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。 

（３） 帰宅困難者に対し、乙が提供可能と判断した範囲で飲食物等を提供するこ

と。 
（４） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 
（５） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（６） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 
（７） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 
（施設の運営） 
第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 
 
（受入の解除） 
第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 
（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 
（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 
（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 
（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 
 

（費用負担） 
第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費は乙が負担する。ただし、甲からの要請に基づき、飲食物等を提供した

場合の補充に要する経費については、甲の負担とする。 
 

（施設等の損害時等の対応） 
第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 
 
（損害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その
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損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
 
（連絡責任者） 
第 12 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 
（有効期限と見直し） 
第 13 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 
  
（疑義等に関する協議） 
第 14 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 
 

（協定の正本） 
第 15 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
 
 
令和 ７年 ２月 14 日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 
福岡市長 髙島 宗一郎 
 

 
乙 大阪市中央区難波５丁目１番６０号 

なんばスカイオ２３階 
株式会社ラウンドワンジャパン 
代表取締役社長 川口 英嗣 
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災害時における徒歩帰宅者支援に関する協定書 

 
 福岡市（以下「甲」という。）及び株式会社ラウンドワンジャパン（以下「乙」という。）は、次のとお
り協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、地震等の災害（以下「災害時」という。）により交通が途絶した場合において、駅、
事業所、学校等に滞留する大量の通勤者、通学者、観光客等のうち、徒歩で帰宅する者（以下「徒歩帰
宅者」という。）の支援をするために必要となる災害時帰宅支援ステーションの設置及び徒歩帰宅者を
支援するため、必要な事項を定めるものとする。 

 
（対象施設） 
第２条 本協定の対象施設は次のとおりとする。 
     所在地 福岡市博多区半道橋二丁目２番８号 
     施設名 ラウンドワンスタジアム博多・半道橋店 
 
（支援の内容） 
第３条 甲は、災害時において、乙に対し次の事項について支援を要請することができるものとする。乙
は、施設での支援が可能と判断したときに支援を行うものとする。 

（１） 乙の施設において、徒歩帰宅者に対し、一時的な休憩所として必要な空間、水道水及びトイレを
提供すること。 

（２） 乙の施設において、徒歩帰宅者に対し、地図等による道路情報、テレビ・ラジオ等のマスメディ
アで知り得た通行可能な道路や近隣の災害に関する情報等を提供すること。 

２ 甲及び乙は、前項に定めのない事項について、可能な範囲で相互に協力を求めることができる。 
 
（支援の実施） 
第４条 乙は、前条の規定により、甲から支援の要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、可能な範囲内
において、徒歩帰宅者に対し支援を実施するものとする。なお、甲から乙に対し通信の途絶等により要
請を行うことができないときは、乙は、甲の要請を待たず支援を実施することができる。 
 

（災害時帰宅支援ステーション・ステッカーの掲出） 
第５条 第２条に規定する乙の店舗は「災害時帰宅支援ステーション」と呼称し、甲及び乙が協力して、
防災に対する意識啓発のため広く住民への周知を図るものとする。 

２ 乙は、甲が提供する「災害時帰宅支援ステーション」ステッカーを店舗の入口等、利用者の見やすい
位置に掲出する。 
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（経費の負担） 
第６条 第３条に規定する支援の実施に要した経費は、当該支援を実施した者が負担するものとする。 
 
（連絡責任者） 
第７条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任者を定め、書面により

通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 
 
（協定の破棄） 
第８条 乙が、暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」という。）第２
条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又
はこれらのものと密接な関係を有する者と判明した場合、甲はこの協定を破棄することができる。 

 
（協議） 
第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲及び乙が協議して定
めるものとする。 

 
（適用） 
第１０条 この協定の効力は協定締結後１年間とし、この期間中に甲又は乙のいずれかから特段の意思
表示がない限り更新されたものとする。 

２ 対象施設は賃貸物件である事から、乙が貸借している期間中に限り本協定書は効力を有するものと
し、賃貸人と乙の賃貸借契約が終了した際、この協定を終了する。 

３ この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙の２者が記名押印の上、各１通を保有す 
る。 

 
令和 ７年 ２月 14 日 
                  甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 

福岡市長 髙島 宗一郎          
                     
                  乙 大阪市中央区難波５丁目１番６０号 

なんばスカイオ２３階 
                    株式会社ラウンドワンジャパン 
                    代表取締役社長 川口 英嗣 
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（OONNEE  FFUUKKUUOOKKAA  BBLLDDGG..））  

福岡市（以下「甲」という。）と西日本鉄道株式会社（以下「乙」という。）は、

乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）

を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市中央区天神一丁目 11 番

１号 ONE FUKUOKA BLDG.）のうち別紙に定める区域について、一時滞在施設

として提供することに合意する。

（１） １階グランドロビー（約 100 ㎡）最大受け入れ人数 50 名

（２） １階グランドアベニュー（約 200 ㎡）最大受け入れ人数 100 名

（３） ６階 ONE FUKUOKA CONFERENCE HALL
大ホール（約 320 ㎡）最大受入人数 160 名 
中ホール①（約 140 ㎡）最大受入人数 70 名 
中ホール②（約 70 ㎡）最大受入人数 35 名 
中ホール③（約 70 ㎡）最大受入人数 35 名 
ホワイエ（約 210 ㎡）最大受入人数 105 名

（４） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。
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３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 
４ 受入期間は、原則として３日間とする。 
 
（支援内容） 
第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。 
（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。 
（２） 帰宅困難者に対し、乙が備蓄する飲料水、食料、毛布等を提供すること。 
（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 
（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 
（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 
（施設の運営） 
第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 
 
（受入の解除） 
第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 
（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 
（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 
（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 
（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 
 

（費用負担） 
第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担する。ただし、

甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場合の補充に要する経

費については、甲の負担とする。 
 

（施設等の損害時等の対応） 
第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 ３ 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 
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（損害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
 
（備蓄） 
第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を地下３階および地下１階の倉庫に保管する

ものとする。 
２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。 
（１） 水 4,995L（555 人×３L×３日分）※１人あたり１日３L×３日分 
（２） 非常食 4,995 食（555 人×３回/日×３日分） 
（３） 毛布 555 人分 
（４） ビニールシート 

３ 乙が防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。 
 
（定期的な訓練） 
第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 
 
（支援） 
第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 
 
（連絡責任者） 
第 15 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 
（有効期限と見直し） 
第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 
  
（地位の承継） 
第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 
２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。 
 
（疑義等に関する協議） 
第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 
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（協定の正本） 
第 19 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
 
 
 
令和 ７年 ２月 17日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 
福岡市長 髙島 宗一郎 
 

 
乙 福岡市博多区博多駅前三丁目５番７号 

西日本鉄道株式会社 
代表取締役社長執行役員 林田 浩一 
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの提提供供協協力力にに関関すするる協協定定（（博博多多駅駅地地下下街街））  

福岡市（以下「甲」という。）と株式会社朝日新聞社（以下「乙」という。）は、

乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）

を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅中央街 4 号

5 号「博多駅地下街」）のうち別表に定める区域について、一時滞在施設として提

供することに合意する。

（１） 地下１階（約 403 ㎡）最大受け入れ人数２００名

（２） 前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。
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（支援内容）

第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、次に掲げる事項の全

部又は一部を行うものとする。

（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設し運営すること。

（２） ごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（３） トイレの利用について、隣接する施設と調整を行うこと。

（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（施設の運営）

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。

（受入の解除）

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費は、乙が負担する。

（施設等の損害時等の対応）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 3 項の連絡を行い帰宅

困難者を受け入れた場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復

旧等に係る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合にお

いて、損害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担につい

て定めるものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りでは

ない。

（損害補償）

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ
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らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。

（定期的な訓練）

第 12 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。

（支援）

第 13 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。

（連絡責任者）

第 14 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。

（有効期限と見直し）

第 15 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。

（地位の承継）

第 16 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。

（疑義等に関する協議）

第 17 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。

（協定の正本）

第 18 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。

令和  年  月  日

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 大阪市北区中之島２丁目３番１８号

株式会社朝日新聞社

不動産業務室長 中上 貴博

７ ３ 21
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災災害害時時ににおおけけるる施施設設等等のの利利用用協協力力にに関関すするる協協定定（（福福岡岡市市民民ホホーールル））  

福岡市（以下「甲」という。）と株式会社福岡カルチャーベース（以下「乙」とい

う。）は、乙が管理する施設等の利用協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」

という。）を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、甲の区域内の帰宅困難者に対して乙

が行う協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙が管理する施設（福岡市中央区天神５丁目２番２

号「福岡市民ホール」）のうち別表に定める区域について、一時滞在施設として利

用することに合意する。

（１） 大ホール（約 2000 席） 最大受入人数 500 名

大ホールホワイエ１・２・３（約 850 ㎡） 最大受入人数 425 名

中ホール（約 800 席） 最大受入人数 200 名

中ホールホワイエ１・２（約 600 ㎡） 最大受入人数 300 名

小ホール（約 150 ㎡）最大受入人数 75 名

リハーサル室（約 250 ㎡）最大受入人数 120 名

２階エントランスホール３・４（約 980 ㎡）最大受入人数 490 名

（２） 前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき一時滞在施設の名称や位置を、あらかじめ公表するも

のとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設することを要請す

るものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ
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ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。

（協力内容）

第６条 乙が、一時滞在施設に帰宅困難者を受け入れる場合は、甲は次に掲げる事項

について、乙に協力を要請することができる。

（１） 帰宅困難者に対し、第５条第１項の受諾をした区域について、一時滞在施

設として開設すること。

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。

（３） 帰宅困難者に対し、甲が調達する物資等を提供すること。

（４） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（５） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（６） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（７） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（開設及び運営）

第７条 乙は、災害時に速やかに帰宅困難者を受け入れる態勢の確保に努めるとと

もに、第３条の規定による要請を受けたときは、乙の施設管理に支障のない範囲

において、協力を行う。

２ 災害発生時における一時滞在施設の開設及び運営は、甲と乙が協力して行う。

なお具体的な協力内容については別途定めることとする。

（受入の解除）

第８条 甲及び乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅

困難者の退去を求めることができるものとする。

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費については、甲が負担する。ただし、乙の通常業務（福岡市民ホールの

維持管理・運営業務）の体制の範囲で協力した際の人件費等の経費については、乙

の負担とする。

（施設等の損害時等の対応）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い帰宅困

難者の受け入れた場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧

等に係る経費は、甲に報告のうえで乙が損害を与えた者に直接請求するものとす
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る。この場合において、損害を与えた者が特定できない場合や、災害により生じた

損害等については「福岡市拠点文化施設整備及び須崎公園再整備事業」の事業契約

書（以下、事業契約書）、入札説明書等に基づき甲、乙が協議の上、経費負担につ

いて定めるものとする。 
 
（損害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
 
（備蓄物資の保管） 
第 12 条 甲は、災害発生時の備蓄物資を倉庫に保管し維持管理するものとする。 
２ 前項の備蓄物資は、帰宅困難者が使用するものとする。 
 
（連絡責任者） 
第 13 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 
（有効期限と見直し） 
第 14 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。ただし、事

業契約書で定められる維持管理・運営期間を最長とする。 
  
（地位の承継） 
第 15 条 乙は、乙が管理する施設を第三者に移管する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。ただ

し、事業契約書で定められる維持管理・運営期間内に限る。 
２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。 
 
（疑義等に関する協議） 
第 16 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 
 

（協定の正本） 
第 17 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
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令和  年  月  日

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 福岡市博多区博多駅東二丁目１番 23 号

５階日本管財株式会社内

株式会社福岡カルチャーベース

代表取締役 森本 和彦

７ ３ 28
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災害時における徒歩帰宅者支援に関する協定書 
 
 福岡市（以下「甲」という。）及び株式会社えんホールディングス（以下「乙」という。）は、次のとお
り協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、地震等の災害（以下「災害時」という。）により交通が途絶した場合において、駅、
事業所、学校等に滞留する大量の通勤者、通学者、観光客等のうち、徒歩で帰宅する者（以下「徒歩帰
宅者」という。）の支援をするために必要となる災害時帰宅支援ステーションの設置及び徒歩帰宅者を
支援するため、必要な事項を定めるものとする。 

 
（対象施設） 
第２条 本協定の対象施設は次のとおりとする。 
 所在地 福岡市南区大橋一丁目３番３号 
 施設名 OHASHI HILL 
 
（支援の内容） 
第 3 条 甲は、災害時において、乙に対し次の事項について支援を要請することができるものとする。
乙は、施設内の安全性を十分に確認した上で、交通が途絶し復旧するまでの間、支援を実施するものと
する。 

（１） 乙の施設において、徒歩帰宅者に対し、一時的な休憩所として必要な空間、水道水及びトイレを
提供すること。 

（２） 乙の施設において、徒歩帰宅者に対し、地図等による道路情報、テレビ・ラジオ等のマスメディ
アで知り得た通行可能な道路や近隣の災害に関する情報等を提供すること。 

２ 甲及び乙は、前項に定めのない事項について、可能な範囲で相互に協力を求めることができる。 
 
（支援の実施） 
第 4条 乙は、前条の規定により、甲から支援の要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、可能な範囲内
において、徒歩帰宅者に対し支援を実施するものとする。なお、甲から乙に対し通信の途絶等により要
請を行うことができないときは、乙は、甲の要請を待たず支援を実施することができる。 
 

（災害時帰宅支援ステーション・ステッカーの掲出） 
第 5条 第２条に規定する乙の施設は「災害時帰宅支援ステーション」と呼称し、甲及び乙が協力して、
防災に対する意識啓発のため広く住民への周知を図るものとする。 

２ 乙は、甲が提供する「災害時帰宅支援ステーション」ステッカーを施設の入口等、利用者の見やすい
位置に常時掲出する。 
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（経費の負担） 
第６条 第４条に規定する支援の実施に要した経費は、当該支援を実施した者が負担するものとする。 
 
（連絡責任者） 
第７条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任者を定め、書面により
通知する。 

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 
 
（協定の破棄） 
第８条 乙が、暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」という。）第２
条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又
はこれらのものと密接な関係を有する者と判明した場合、甲はこの協定を破棄することができる。 

 
（協議） 
第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲及び乙が協議して定
めるものとする。 

 
（適用） 
第 10 条 この協定の効力は、協定締結後１年間とし、甲又は乙のいずれかから特段の意思表示がない限 
り更新されたものとする。 

２ この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙の２者が記名押印の上、各１通を保有す 
る。 

 
 
令和７年４月 18 日 
 
                  甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 

福岡市長 髙島 宗一郎          
                     
                  乙 福岡市博多区住吉三丁目１２番１号 えん博多ビル 
                    株式会社えんホールディングス 

代表取締役 原田 透 

135



  

災害時における施設等の提供協力に関する協定（ヒューリックスクエア福岡天神） 

 
福岡市（以下「甲」という。）とヒューリック株式会社（以下「乙」という。）は、

乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）

を締結する。 
 

（趣旨） 
第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、帰宅困難者に対して乙が行う協力に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 
（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。 
（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。 
（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。 
 

（一時滞在施設の提供と公表） 
第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市中央区天神二丁目８番 49
号「ヒューリックスクエア福岡天神」）のうち別図に定める区域について、一時滞

在施設として提供することに合意する。 
（１） 19 階ホテルロビー/ラウンジ（約 120 ㎡）最大受け入れ人数 54 名 
（２） 前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等 

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 
 
（開設の要請） 
第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。 
 
（帰宅困難者の受入） 
第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 
２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 
３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 
４ 受入期間は、原則として３日間とする。 
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（支援内容） 
第６条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い帰宅困

難者を受け入れた場合は、次に掲げる事項の全部又は一部を行うものとする。 
（１） 帰宅困難者の受入を行う区域について一時滞在施設として開設し運営す

ること。 
（２） 帰宅困難者に対し、乙が備蓄する水、非常食、毛布等を提供すること。 
（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 
（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 
（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 
（施設の運営） 
第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 
 
（受入の解除） 
第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 
（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 
（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合 
（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 
（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 
 

（費用負担） 
第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担する。ただし、

甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場合の補充に要する経

費については、甲の負担とする。 
 

（施設等の損害時等の対応） 
第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い帰宅困

難者を受け入れた場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧

等に係る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合におい

て、損害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について

定めるものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではな

い。 
 
（損害補償） 
第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その
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損害を補償する。 
２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。 
 
（備蓄） 
第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を防災備蓄倉庫に保管するものとする。 
２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。 
（１） 水 492L（1500mL ボトル×328 本） 
（２） 非常食 486 食（54 人×３回/日×3 日分） 
（３） 毛布 54 人分（カロンエコ毛布） 
（４） 敷物（ビニールシート等）  

３ 前項の各号に掲げる物資は、帰宅困難者が使用するものとする。 
 
（定期的な訓練） 
第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 
 
（支援） 
第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 
 
（連絡責任者） 
第 15 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。 
２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 
（有効期限と見直し） 
第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 
  
（地位の承継） 
第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 
２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。 
 
（疑義等に関する協議） 
第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 
 

（協定の正本） 
第 19 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
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令和  年  月  日 
甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 
 福岡市 

福岡市長 髙島 宗一郎 
 

 
乙 東京都中央区日本橋大伝馬町７番３号  

ヒューリック株式会社 
代表取締役社長 前田 隆也 
 

2447
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災害時における施設等の提供協力に関する協定（天神ブリッククロス） 

福岡市（以下「甲」という。）と日本生命保険相互会社及び積水ハウス株式会社（以

下２社を総称して「乙」という。）は、乙が所有する施設等の提供協力に関し、次の

とおり協定（以下「この協定」という。）を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、帰宅困難者に対して乙が行う協力に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市中央区天神一丁目 14 番

18 号「天神ブリッククロス」）のうち別図に定める区域について、一時滞在施設と

して提供することに合意する。

（１） 北棟２階オフィスロビー（約 260 ㎡）最大受け入れ人数 130 名

（２） 前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対して前条第１項

の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運営することを

要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。
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（協力内容）

第６条 乙が、第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の帰宅困難者の受け

入を行った場合は、次に掲げる事項の全部又は一部を行うものとする。

（１） 帰宅困難者に対し、第３条第１項の区域を一時滞在施設として開設し運営

すること。

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。

（３） 帰宅困難者に対し、乙が備蓄する飲料水、食料、毛布等を提供すること。 
（４） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（５） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（６） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（７） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（施設の運営）

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。

（受入の解除）

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担する。ただし、

甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場合の補充に要する経

費については、甲の負担とする。

（施設等の損害時等の対応）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い帰宅困 
難者を受け入れた場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧

等に係る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合におい

て、損害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について

定めるものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではな

い。

（損害補償）

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の業務に従事した
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者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず発生した損害の責任は、乙には及ばない。

（備蓄）

第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を北棟３階防災備蓄倉庫に保管するものとす

る。

２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。

（１） 水 585L（500mL ボトル×1,170 本）※一人あたり１日 1.5L×３日分

（２） 非常食 1,170 食（130 人×３回/日×３日分）

（３） 毛布 130 人分

３ 乙が防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。

（定期的な訓練）

第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。

（支援）

第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。

（連絡責任者）

第 15 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。

（有効期限と見直し）

第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。

（地位の承継）

第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。

（疑義等に関する協議）

第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。

（協定の正本）

第 19 条 この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。
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令和７年５月９日

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 6 号

日本生命保険相互会社

不動産部部長 太田 年昭

福岡市中央区天神一丁目 15 番 16 号

積水ハウス株式会社

福岡マンション事業部 事業部長

吉居 豊充
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災害時における施設等の提供協力に関する協定（天神住友生命 FJ ビジネスセンター） 

福岡市（以下「甲」という。）と住友生命保険相互会社及び福岡地所株式会社（以

下２社を総称して「乙」という。）は、乙が所有する施設等の提供協力に関し、次の

とおり協定（以下「この協定」という。）を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、帰宅困難者に対して乙が行う協力に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、第４条及び第５条に定める手続に従い、乙の所有する施設（福岡市中

央区天神二丁目８番 35 号「天神住友生命 FJ ビジネスセンター」）のうち各号に定

める施設について、一時滞在施設として提供することに合意する。

（１） ２階オフィスエントランス（約 200 ㎡）最大受け入れ人数 95 名（別図に

定める区域）

（２） 前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、一時滞在施設内の安全点検を実施の

上、一時滞在施設等の安全状況、インフラの復旧状況、利用状況及び利用予定等を

考慮し、当該施設への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾

しその旨を甲に連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。
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（支援内容）

第６条 乙が、第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い帰宅困

難者を受け入れた場合は、最大受け入れ人数 95 名を上限として、次に掲げる事項

の全部又は一部を行うものとする。

（１） 帰宅困難者に対し、第３条第１項の区域を一時滞在施設として開設し運営

すること。

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。

（３） 帰宅困難者に対し、第 12 条に定める乙が備蓄する水、非常食、毛布等を

提供すること。

（４） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（５） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（６） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（７） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（施設の運営）

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。

（受入の解除）

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。

（１） 第５条第４項に定める受入期間を経過したとき

（２） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（３） 乙の所有する施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続

することとなり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に

連絡して了承された場合

（４） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（５） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 一時滞在施設の使用料は無償とし、一時滞在施設の附帯設備の使用に係る

光熱水費及び人件費等の経費並びに第 12 条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が

負担する。ただし、甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場

合の補充に要する経費については、甲の負担とする。

（損害賠償）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い甲に承

諾された場合において、帰宅困難者が乙の所有する施設等に損害を与えた場合の

復旧等に係る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合に

おいて、損害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、費用負担につ

いて定めるものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りで

はない。
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（災害補償）

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の業務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず帰宅困難者に発生した損害の責任は、乙には及ばない。

（備蓄）

第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を２階倉庫（以下「防災備蓄倉庫」といい、

位置は別紙図面に示すとおり。）に保管するものとする。

２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。

（１） 水 855L（500ml ボトル 1,710 本）※一人あたり１日３L×３日分

（２） 非常食 855 食（95 人×３回/日×３日分）

（３） 毛布 95 人分

３ 乙が防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。

（定期的な訓練）

第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。

（支援）

第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。

（連絡責任者）

第 15 条 甲と乙は、この協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡責任

者を定め、書面により通知する。

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。

（有効期限と見直し）

第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。

（地位の承継）

第 17 条 乙は、乙が所有する施設（福岡市中央区天神二丁目 8 番 35 号  「天神住

友生命 FJ ビジネスセンター」）を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。

（疑義等に関する協議）

第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙
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協議の上定める。

（協定の正本）

第 19 条 この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。

令和７年６月 30 日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 大阪市中央区城見一丁目 4 番 35 号

住友生命保険相互会社

代表執行役 橋本 雅博

福岡市博多区住吉一丁目 2 番 25 号 
福岡地所株式会社

代表取締役 榎本 一郎
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災害時における施設等の提供協力に関する協定（中央日土地博多駅前ビル） 

福岡市（以下「甲」という。）と中央日本土地建物株式会社（以下「乙」という。）

は、乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」と

いう。）を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、帰宅困難者に対して乙が行う協力に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表）

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅前三丁目 4
番 1 号「中央日土地博多駅前ビル」）のうち別図に定める区域について、一時滞在

施設として提供することに合意する。

（１） 1 階エントランスホール（約 59 ㎡）最大受け入れ人数 29 名

（２） 2 階ラウンジ（約 58.5 ㎡）最大受け入れ人数 29 名

（３） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。

（開設の要請）

第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。

（帰宅困難者の受入）

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。

４ 受入期間は、原則として３日間とする。
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（支援内容）

第６条 乙が、第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の帰宅困難者の受入

を行った場合は、次に掲げる事項の全部又は一部を行うものとする。

（１） 帰宅困難者に対し、第３条第１項の区域を一時滞在施設として開設し運営

すること。

（２） 帰宅困難者に対し、乙が備蓄する飲料水、食料、毛布等及び携帯電話等の

充電に必要な電源を提供すること。

（３） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（４） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 
（５） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（６） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項

（施設の運営）

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。

（受入の解除）

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運営が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担）

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担する。ただし、

甲からの要請に基づき、第 12 条に規定する備蓄を提供した場合の補充に要する経

費については、甲の負担とする。

（損害賠償）

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 ３ 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係

る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。

（災害補償）

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の業務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その
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損害を補償する。

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず帰宅困難者に発生した損害の責任は、乙には及ばない。

（備蓄）

第12条 乙は、災害発生時の備蓄物資を13階防災備蓄倉庫に保管するものとする。 
２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。

（１） 水 174L（500mL ボトル×348 本）※一人あたり１日３L
（２） 非常食 522 食（58 人×３回/日×3 日分）

（３） 毛布 58 人分（（例）アルミブランケット）

（４） 携帯トイレ（便袋）580 セット（58 人×５回/日×２日分）

（５） 敷物（ビニールシート等）

３ 乙が 13 階防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。 

（定期的な訓練）

第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。

（支援）

第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。

（連絡責任者）

第 15 条 甲、乙はこの協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡調整及

び指示を行う責任者を予め指定し、本協定締結後速やかにそれぞれ通知する。

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。

（有効期限と見直し）

第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。

（地位の承継）

第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文

書にて甲に通知するものとする。

（疑義等に関する協議）

第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。
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（協定の正本）

第 19 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。

令和７年６月 30 日 
甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 東京都千代田区霞が関一丁目４番１号

中央日本土地建物株式会社

取締役社７７長 三宅 潔
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災害時における施設等の提供協力に関する協定 

（ＮＥＷＮＯ・ザイマックス博多駅前） 

福岡市（以下「甲」という。）と株式会社ＳＭＢＣ信託銀行（以下「乙」という。）

は、乙が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」と

いう。）を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、帰宅困難者に対して乙が行う協力に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表） 

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅前四丁目２

番１号「ＮＥＷＮＯ・ザイマックス博多駅前」）のうち別図に定める区域につい

て、一時滞在施設として提供することに合意する。 

（１） １階エントランス（約 31.05 ㎡） 最大受け入れ人数 10名

（２）前号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、 

あらかじめ公表するものとする。 

（開設の要請） 

第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。 

（帰宅困難者の受入） 

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、施設内の安全点検を実施し、当該施設

への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾しその旨を甲に

連絡するものとする。 

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 

４ 受入期間は、原則として１日間とする。 
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（支援内容） 

第６条 乙が、第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の帰宅困難者の受入

を行った場合は、次に掲げる事項の全部又は一部を行うものとする。 

（１） 帰宅困難者に対し、第３条第１項の区域を一時滞在施設として開設し運営

すること。

（２） 帰宅困難者に対し、水道水、トイレを提供すること。

（３） 帰宅困難者に対し、第 12条第２項各号に定める物資を提供すること。

（４） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。

（５） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 

（６） 前各号に関して必要な人員を確保すること。

（７） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項を行うこと。

（施設の運営） 

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 

（受入の解除） 

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合

（２） 乙の施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続すること

となり、乙が、一時滞在施設としての運用が困難と判断し、甲に連絡して

了承された場合

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合

（費用負担） 

第９条 施設の使用料は無償とし、施設の附帯設備の使用に係る光熱水費及び人件

費等の経費並びに第 12条第２項各号に規定する備蓄にかかる経費は、乙が負担す

る。ただし、甲からの要請に基づき、第 12条第２項各号に規定する備蓄を提供し

た場合の補充に要する経費については、甲の負担とする。 

（施設等の損害時等の対応） 

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の連絡を行い甲に承

諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係る

経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損害

を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定めるも

のとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 

（損害補償） 

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の義務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その
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損害を補償する。 

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず帰宅困難者に発生した損害の責任は、乙には及ばない。 

（備蓄） 

第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を地下１階倉庫に保管するものとする。 

２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとする。 

（１） 毛布１０人分

（２）ワンタッチシェード１０人分

３ 乙が地下１階倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとする。 

（定期的な訓練） 

第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 

（支援） 

第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 

（連絡責任者） 

第 15 条 甲、乙はこの協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡調整及

び指示を行う責任者を予め指定し、本協定締結後速やかにそれぞれ通知する。 

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

（有効期限と見直し） 

第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 

（地位の承継） 

第 17 条 乙は、乙が所有する施設を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、こ

の協定に基づく乙の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく

文書にて甲に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による権利・義務の承継を拒む場合は、乙は、遅滞なく文書にて本

協定解消の旨を甲に通知するものとする。 

（疑義等に関する協議） 

第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 

（協定の正本） 

第 19 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 
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令和 8 年 1 月 30 日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号

福岡市

福岡市長 髙島 宗一郎

乙 東京都千代田区丸の内一丁目３番２号

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行

代表取締役 吉岡 史人
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(別図) 

 

１F エントランス 

赤枠：5.75ｍ×5.4ｍ＝31.05㎡ 
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災害時における施設等の提供協力に関する協定（西日本シティビル） 

福岡市（以下「甲」という。）と特定目的会社 Walk（以下「乙」という。）は、乙

が所有する施設等の提供協力に関し、次のとおり協定（以下「この協定」という。）

を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、大規模地震等の発生時に、帰宅困難者に対して乙が行う協力に

関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 帰宅困難者 大規模地震等の発生により、公共交通機関が広範囲に運行を停

止し、当分の間、復旧の見通しがない場合において、徒歩で帰宅すること

が困難な者をいう。

（２） 一時滞在施設 帰宅困難者を一時的に受け入れる施設をいう。

（３） 施設管理者 一時滞在施設を管理する事業者等をいう。

（一時滞在施設の提供と公表） 

第３条 乙は、甲の要請に応じ、乙の所有する施設（福岡市博多区博多駅前三丁目 1

番 1号「西日本シティビル」）のうち各号に定める施設について、一時滞在施設と

して提供することに合意する。 

（１） １階オフィスエントランス（約 90 ㎡）最大受け入れ人数 45 名（別図に定

める区域）

（２） 地下２階ホール（約 200㎡）最大受け入れ人数 100名（別図に定める区域）

（３） 前２号に掲げるもののほか、甲の要請時に乙が利用可能と判断した施設等

２ 甲は、前項の合意に基づき乙から提供される一時滞在施設の名称や位置を、あら

かじめ公表するものとする。 

３ 第１項に定める施設の提供については、乙が定める供用開始日以降とする。 

（開設の要請） 

第４条 甲は、帰宅困難者の一時滞在施設の開設が必要となった場合には、乙に対し

て前条第１項の区域について、その全部又は一部を一時滞在施設として開設し、運

営することを要請するものとする。 

（帰宅困難者の受入） 

第５条 乙は、前条の要請があった場合には、一時滞在施設内の安全点検を実施の

上、一時滞在施設等の安全状況、インフラの復旧状況、利用状況及び利用予定等を

考慮し、当該施設への帰宅困難者の受入が可能と判断したときは、当該要請を受諾

しその旨を甲に連絡するものとする。 

２ 乙は、前条の要請に応じられない事由があるときは、その旨を甲に連絡するもの

とする。 

３ 乙は、前条の要請がない場合においても、乙の判断により帰宅困難者を受け入れ

ることができる。この場合には、受入を行う旨を遅滞なく甲に連絡するものとす

る。 
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４ 受入期間は、原則として３日間とする。 

 

（支援内容） 

第６条 乙が、第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第３項の帰宅困難者の受入

を行った場合は、最大受け入れ人数 145 名を上限として、次に掲げる事項の全部

又は一部を行うものとする。 

（１） 帰宅困難者に対し、第３条第１項の区域を一時滞在施設として開設し運営

すること。 

（２） 帰宅困難者に対し、地下 2階のトイレを提供すること。 

（３） 帰宅困難者に対し、第 12条に定める乙が備蓄する水、非常食、毛布等を提

供すること。 

（４） 一時避難施設に携帯電話を充電可能なコンセントを設置し、必要に応じて

充電器を提供すること。 

（５） 一時避難施設に法令上の非常用電源設備に加え、照明設備を 72 時間供給

できる計画とすること。 

（６） トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を行うこと。 

（７） 帰宅困難者に対し、一時滞在施設として開設している旨の表示をすること。 

（８） 前各号に関して必要な人員を確保すること。 

（９） その他乙が帰宅困難者の受入等に関し協力できる事項 

 

（施設の運営） 

第７条 乙は、この協定に定める事項以外の事項については、「一時滞在施設の運営

ガイドライン（福岡市）」に沿って、運営を行うものとする。 

 

（受入の解除） 

第８条 乙は、次の各号に該当する場合、一時滞在施設を閉鎖し、かつ、帰宅困難者

の退去を求めることができるものとする。 

（１） 甲が、公共交通機関の運行再開等により、一時滞在施設の必要がなくなっ

たと判断し、乙に連絡した場合 

（２） 乙の所有する施設が非常用電源の燃料枯渇等により、当分の間停電が継続

することとなり、乙が、一時滞在施設としての運営が困難と判断し、甲に

連絡して了承された場合 

（３） 乙の施設管理者が一時滞在施設の安全点検を実施した結果、一時滞在施設

としての安全を確保できないと判断し、甲に連絡して了承された場合 

（４） その他、甲及び乙が双方協議の上、一時滞在施設を閉鎖する必要があると

認めた場合 

 

（費用負担） 

第９条 一時滞在施設の使用料は無償とし、一時滞在施設の附帯設備の使用に係る

光熱水費及び人件費等の経費並びに第 12条に規定する備蓄にかかる経費は、乙が

負担する。ただし、甲からの要請に基づき、第 12条に規定する備蓄を提供した場

合の補充に要する経費については、甲の負担とする。 

 

（損害賠償） 

第 10 条 乙が第５条第１項の受諾をした場合、又は同条第 ３ 項の連絡を行い甲に

承諾された場合において、帰宅困難者が施設等に損害を与えた場合の復旧等に係
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る経費は、乙が損害を与えた者に直接請求するものとする。この場合において、損

害を与えた者が特定できない場合は、甲、乙が協議の上、経費負担について定める

ものとする。ただし、災害により生じた損害等については、この限りではない。 

 

（災害補償） 

第 11 条 甲は、第６条各号に掲げる支援に関する業務に従事した乙の従業員（乙へ

の協力者を含む。）が損害を受けたときは、災害に伴う応急措置の業務に従事した

者に対する損害補償条例（昭和３８年福岡市条例第２３号）の規定に基づき、その

損害を補償する。 

２ 乙が第６条各号に掲げる協力を行う際に、安全配慮義務を果たしたにもかかわ

らず帰宅困難者に発生した損害の責任は、乙には及ばない。 

 

（備蓄） 

第 12 条 乙は、災害発生時の備蓄物資を地下 3階防災備蓄倉庫に保管するものとす

る。 

２ 前項の規定により備蓄する物資は、次の各号に掲げるものとし、乙は消費期限切

れとなる前に計画的に補充、入替を行う。 

（１） 水 1,305L（500mLボトル×2,610本）※一人あたり１日３L×３日分 

（２） 非常食 1,305食（145人×３回/日×３日分） 

（３） 毛布 145人分 

３ 乙が地下３階防災備蓄倉庫に備蓄する物資は、帰宅困難者が使用するものとす

る。 

 

（定期的な訓練） 

第 13 条 乙は、少なくとも１年に１回、一時滞在施設の開設に係る訓練を行い、開

設に必要な手順や体制を確認するものとする。 

 

（支援） 

第 14 条 甲は、乙が一時滞在施設への帰宅困難者の受入のため、平時から、訓練の

実施等を行う場合において、その支援体制を確立するよう努めるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 15 条 甲、乙はこの協定に基づく協力体制が円滑に推進されるよう、連絡調整及

び指示を行う責任者を予め指定し、本協定締結後速やかにそれぞれ通知する。 

２ 前項の連絡責任者に変更が生じたときは、速やかに相手方に書面で通知する。 

 

（有効期限と見直し） 

第 16 条 この協定の有効期限は締結の日から１年を経過する日までとし、有効期限

の１か月前までに甲乙いずれからもこの協定廃止又は見直しの意思表示がない場

合には、引き続き１年間更新されたものと見なし、以後も同様とする。 

  

（地位の承継） 

第 17 条 乙は、乙が所有する施設（福岡市博多区博多駅前三丁目 1番 1号「西日本

シティビル」）を第三者に譲渡する場合は、乙の責任により、この協定に基づく乙

の一切の権利・義務を当該第三者に承継させるものとする。 

２ 前項の規定による権利・義務の承継があった場合においては、乙は、遅滞なく文
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書にて甲に通知するものとする。 

 

（疑義等に関する協議） 

第 18 条 この協定に関する疑義、又はこの協定に定めがない事項については、甲乙

協議の上定める。 

 

（協定の正本） 

第 19 条 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、

各自１通を保有するものとする。 

 

 

 

令和  年  月  日 

甲 福岡市中央区天神一丁目８番１号 

福岡市長 髙島 宗一郎 

 

 

乙 福岡市博多区祇園町 8番 13号 

特定目的会社 Walk 

取締役 粟国 正樹 
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